
【別　紙】

自己の居住に供
する住宅に電力を
供給する目的でシ
ステムを設置

システムを設置し
た住宅を購入

□：新築　□：既築 □：建売

① 住民票
・発行後３ヶ月以内のものを添付してください。市役所市民課で取得（手数料２０
０円）できます。※コピー不可

要 要 □

② 完納証明書
・発行後３ヶ月以内のものを添付してください。市役所市民課で取得（手数料２０
０円）できます。※コピー不可

要 要 □

③ 債権者登録申請書
・記入例を参考に氏名・生年月日・住所・電話番号・振込み口座（口座振替希望
の場合のみ）の記入及び押印をしてください。

要 要 □

④ 添付書類確認一覧（この書類） ・添付書類の確認のために必要ですので添付してください。 要 要 □

⑤ 工事内訳書兼重要事項確認書 ・記入例を参考に記入してください。 要 要 □

⑥
対象システムの工事請負契約書
のコピー

・原則としてお客様控え。
・注文者は、補助金申請者本人である（建物を含む契約書の場合は、共有名義
可)。
・注文者と請負者の両者の印があり、消印された収入印紙が貼付されたもの。
・原則として設置する太陽光発電システムの購入が明確に確認できるもの。
※契約書の本文で対象システムの購入が確認できない場合は付属書類(内訳
書、見積書等)を添付してください。
※工事請負契約書の代わりとして、注文書と注文請書または売買契約書(共に
請負者名、捺印、消印された　収入印紙貼付)で提出可。

要 □

⑦
太陽光発電システム付建売住宅
の売買契約書のコピー

・原則としてお客様控え。
・注文者は、補助金申請者本人であること(共有名義可)。
・注文者と請負者の両者の印があり、消印された収入印紙が貼付されたもの。
・原則として設置する太陽光発電システム付であることが明確に確認できるも
の。
※契約書の本文で対象システム付が確認できない場合は付属書類(内訳書、見
積書等)を添付してください。
※対象システムに関しては売買契約書の代わりに、注文書と注文請書または工
事請負契約書(共に請負者名、捺印、消印された収入印紙貼付)で提出可。

要 □

⑧ 領収書のコピー
・対象システムに関する補助対象経費、または補助対象経費を含む金額が記載
されており、発行者の印、および消印された収入印紙が貼られているもの。
※振込依頼書等は不可（領収書の代わりにはなりません）。

要 要 □

⑨ 電力需給契約確認書のコピー
・電力会社発行のもののコピー。
※電力会社により名称が異なりますので、ご注意ください。

要 要 □

⑩ 出力対比表
・市が定めている書式に記載の上、メーカーが発行しているものを添付して提
出。（メーカーが出力対比表を発行していない場合は、市の定めた書式に記載
の上、製造番号票のコピーを貼付して提出）。

要 要 □

⑪
太陽電池モジュールを設置した
建物全体写真

・太陽電池モジュールを設置した建物の全体がわかるもの。 要 要 □

⑫ 太陽電池モジュールの設置写真
・原則として設置した太陽電池モジュールの枚数が確認できるもの（屋根面ごと
に必要）。

要 要 □

⑬ モジュール配置図
・太陽電池モジュールの設置写真で太陽電池モジュールの枚数が確認できない
場合に必要となります。

□

⑭ 連系点の建物全体写真
・連系した建物がわかる写真。
※太陽電池モジュールを設置した建物に連系点がある場合は、建物全体写真
は１枚でも可。

要 要 □

⑮
パワーコンディショナ設置の全体
写真と、銘板の写真

・型式名や製造番号が明確に読み取れる銘板の写真。 要 要 □

⑯
パワーコンディショナの検査成績
証又は保証書の写し

・型式名や製造番号が明確に読み取れる検査成績証又は保証書のコピーのい
ずれか１つ。

要 要 □

⑰
単線結線図（システム全体配置
図）

・パワーコンディショナが２台以上ある場合に必要となります。 □

⑱ 建築確認済証の写し ・建物種類に住宅と確認できる記載があること。 要 □

⑲ 設置工事費の控除を証明する写真
・設置工事費の控除（安全対策・陸屋根防水基礎工事等）を行う場合に必要とな
ります。

□

⑳
住宅部分が二分の一以上である
ことを証明する書類

・住宅が店舗等との併用住宅である場合に必要となります。（平面図等、住宅部
分とそれ以外の面積が確認できるもの）

□

□
・提出書類は必ずコピーをとった上で提出し、控えは申請者が保管してください(17年間)。
・提出された書類（添付書類も含む）は一切返却することができません（写しの返却も不可）。

添付書類確認票

注意点 チェック欄添付書類

写真で太陽電池モジュールの枚
数が確認できない場合に必要

設置区分

パワーコンディショナが２台以上
ある場合に必要

設置工事費の控除を行う場合に
必要

住宅が店舗等との併用住宅であ
る場合に必要


